
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２６０５

基盤研究(B)（海外学術調査）

2016～2014

バイオ炭の導入によるメコンデルタにおける農畜水複合システムの低環境負荷型革新

Improvement of agro-stockbreeding-aquaculture complex system in Mekong Delta for
 reducing burden on environment by applying biochar

６０２８２８０２研究者番号：

多羅尾　光徳（Mitsunori, Tarao）

東京農工大学・（連合）農学研究科（研究院）・准教授

研究期間：

２６３０４０４４

平成 年 月 日現在２９   ６ ２３

円    11,700,000

研究成果の概要（和文）：メコンデルタの農業システムの環境負荷を，バイオ炭（BC）を用いて軽減することを
目的とした。小規模農家においても実施可能なBC製造技術を開発した。BCを水田に施用した結果，イネの収量に
影響を及ぼすことなく，温室効果ガスの放出量が低下した。BCと堆肥を畑地に施用した結果，ダイズの収量が増
えた。これは，土壌酵素活性が高まり養分供給が長期にわたって持続するためと考察された。BCを添加した餌を
給餌したブタの下痢発症率が著しく低下した。これはBCに病原微生物が吸着するためであることを明らかにし
た。BCを用いることにより，温室効果ガスの放出を抑制し，農作物の収量を上げ，抗生物質を削減できる可能性
が示された。

研究成果の概要（英文）：This research aimed to reduce burden on environment by applying biochar (BC)
 to agricultural system in the Mekong Delta. BC production technique applicable to small scale 
farmers was developed. Application of BC to paddy field resulted in reduction of emission of 
greenhouse gases (methane and nitrous oxide) without negative effect on rice yield. Application of 
BC and compost to a soybean field resulted in increase of the yield and stimulation of soil enzyme 
activities. Long-term nutrient supply to soybean due to stimulated enzyme activities is considered 
to be attributable to increasing the soybean yield. Diarrhea of swine, which is prevalent in the 
Mekong Delta, was prevented by feeding a mixture of feed and BC because BC is capable to absorb 
pathogens. For above results, application of BC effective and practical to reduce greenhouse gases 
emission, to increase crop yield, and to reduce emission and the amount of anitbiotics administered 
to swines.

研究分野：環境微生物学

キーワード： バイオ炭　廃棄物資源化　土壌学　熱帯農業　人畜共通感染症
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１．研究開始当初の背景 
 ベトナムのメコンデルタでは，稲作・畜
産・水産を複合した資源循環型の農畜水複合
の農業システム（VACシステム）が広く普及
しており，１軒の農家の中で物質循環サイク
ルが成り立っている。 
 我々はこれまで，科研費，JICA，文部科学
省科学技術振興調整費などの支援を受けて，
ベトナムのカントー大学と共同で，VACシス
テムの農業環境負荷の実態把握などを行な
った。その結果，VACシステムに起因する抗
生物質汚染や，抗生物質耐性微生物の広がり
が明らかとなった。この理由のひとつとして，
家畜の疾病治療に安易に多量の抗生物質が
使用されていることがある。 
 いっぽう，我々は JICAの草の根技術協力
事業の支援を受けて，ベトナム中部のバクマ
ー自然公園において，木炭多用途低負荷農業
技術研究を行ない，もみ殻を原料としたバイ
オ炭（biochar）を養豚飼料に添加してブタ
の下痢発症を抑える成果を得た。簡便かつ安
価に入手可能な炭を飼料に添加することで，
子豚の下痢発生を予防できるのであれば，抗
生物質の使用量を抑制でき，合わせて薬剤耐
性菌の発生の抑制もできる。また，抗生物質
を購入する必要がなくなるのでコストの削
減もでき，農業経営上大きな利益が得られる
ことが期待されている。 
 また，この研究においては，バイオ炭を入
れた発酵たい肥（通称，ぼかし）を用いた有
機農業の導入により，農耕地の土質を改善し
た成果もあげた。熱帯では気温が高いため有
機物分解が早く，有機物の施用のみでは土壌
を改良することができない。バイオ炭は表面
がマイナスに帯電しているため陽イオンを
吸着することができ，分解速度が非常に遅く
安定しているため，肥沃度改善につながるこ
とが期待される。 
 しかし，バイオ炭や発酵たい肥の，畜産や
農業に対して示すこれらの効果が，農業体系
および気候条件の異なるベトナムの他の地
域においても期待できるかは不明であった。 
 さらに，バイオ炭については近年，温室効
果ガス（GHGs）削減の観点からも注目され
るようになっている。炭は微生物分解を受け
にくいため，炭素貯留の一手法として期待が
高まっている。また，土壌にすき込まれたバ
イオ炭は亜酸化窒素を吸着し，土壌からの亜
酸化窒素の放出を抑制する効果のあること
も報告されている。 
これらをふまえて，我々は VAC システムに
バイオ炭と発酵たい肥を組み込むことによ
り，家畜・作物の生産性をさらに向上し，か
つ環境負荷を抑制した改良型（低環境負荷
型）VAC システムを構築できると考え，本研
究の着想に至った。 
 
２．研究の目的 
 本研究は大きく 4つを目的とした。 
 

(1) 簡易なバイオ炭製造法の構築 
 メコンデルタの小規模農家が庭先で簡便
にバイオ炭を製造するための技術を構築す
ることを目的とした。 
 
(2) バイオ炭施用水田におけるGHGsの放出
に及ぼす影響 
 バイオ炭が水田からの GHGs 放出に及ぼ
す影響を評価することを目的とした。 
 
(3) バイオ炭・堆肥施用が土壌酵素活性と収
量に及ぼす影響 
 バイオ炭と堆肥が畑地の土壌有機物の性
状，土壌酵素活性（有機物の分解のされやす
さ），作物収量に及ぼす影響を明らかにする
ことを目的とした。 
 
(4) バイオ炭の畜産への適用 
メコンデルタならびにベトナム中部にお
ける，下痢子豚の下痢起因ウイルスの保有状
況を明らかにすることを目的に，PEDV，
TGEVおよび PRV-Aを検出する RT-PCR法
を用いて，メコンデルタならびにベトナム中
部の下痢子豚から下痢起因ウイルス遺伝子
の検出を行い，その保有状況を検討した。椎
で，次いで，子豚の下痢発生を炭と木酢液を
用いて予防する研究の一環として，実験的に
下痢起因細菌ならびにウイルスに対する活
性炭の吸着能を調べた。 
 さらに，ベトナム中部では子豚に下痢予
防効果のみられた炭と木酢液を，メコンデル
タの子豚に応用し，メコンデルタの農畜水複
合農業においても有効か否かを明らかにす
ることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 本研究はすべて，ベトナム・カントー大学
の協力の下に行った。 
 
(1) 簡易なバイオ炭製造法の構築 
 メコンデルタ・カントー市の小規模 VAC
農家において，ステンレス煙突を用いたくん
炭製造装置（図 1）を作成し，もみ殻を材料
としてバイオ炭を製造した。 
 

 
図 1. バイオ炭製造装置 

 



(2) バイオ炭施用水田におけるGHGsの放出
に及ぼす影響 
 VACB システムと稲作を一緒に実施してい
る農家で試験を実施した。水田にそれぞれ無
施用区，ヤシ殻活性炭施用区，もみ殻バイオ
炭施用区を設定した。やし殻活性炭またはも
み殻バイオ炭 30 cm×70 cm の網袋に入れ，
土壌下約8cmの酸化層と還元層の間に埋蔵し
た。イネ(Oryza sativa subsp. Indica)の栽
培期間中，土壌の理学性および土壌溶液中の
有機物および窒素成分，イネ収穫後の収量，
栽培期間中の GHGs（メタンおよび亜酸化窒
素）フラックスを測定した。クローズドチャ
ンバー法にて経時的に採取した気体中のメ
タンおよび亜酸化窒素分圧を，FID 付ガスク
ロマトグラフおよびECD付ガスクロマトグラ
フにて測定し，フラックスを求めた。 
 
(3) バイオ炭・堆肥施用が土壌酵素活性と収
量に及ぼす影響 
 カントー市トイライ地区の試験圃場内の
Fluvi-Molic-Eutric Gleysoilでダイズを栽培
した。化学肥料区（C区），バイオ炭（15 Mg 
ha-1）区（B区），堆肥（7.5 Mg ha-1）区（O
区）およびバイオ炭堆肥混合区（BO 区）の
4処理区を設定した。圃場設定後 4週目にダ
イズを播種し，15週目に収穫した。土壌表層
0‐5 cmを経時的に採取し，土壌酵素活性（デ
ヒドロゲナーゼ，ホスホモノエステラーゼ，
α-グルコシダーゼ，β-グルコシダーゼ）を
分析した。また，圃場試験開始 3日後（0週
目）および収穫後（15週目）の土壌化学性（pH
（H2O），電気伝導率（EC），全炭素，全窒素）
を分析した。 
 
(4) バイオ炭の畜産への適用 
①ベトナム下痢子豚における下痢起因ウイ
ルス遺伝子の検出 
 メコンデルタ１市 6省（Can Tho市ならび
に Dong Thap，Ben Tre，Vinh Long，Hau 
Giang，Soc Trangおよび Bac Lieuの 6省）
ならびにベトナム中部 1市 1省（Hue市およ
び Quang Tri省）の小規模養豚農家において
子豚の下痢便を採取し，供試検体とした。供
試検体よりウイルス RNAを抽出し，豚流行
性下痢ウイルス(PEDV)と豚伝染性胃腸炎
ウイルス( TGEV)ならびに豚 A群ロタウイ
ルス（PRV-A）を，PEDV，TGEVの N遺
伝子および PRV-Aの VP6遺伝子を標的とし
た RT-PCR法により検出した。 
②活性炭吸着試験 
活性炭への細菌の吸着試験は以下のよう
にして行った。毒素原性大腸菌の特異線毛抗
原 F4，F5および F18を保有する 3菌株(そ
れぞれ F4株，F5株ならびに F18株)ならび
に特異線毛抗原を持たない JCM5491株の供
試菌液（109 CFU/mL）100 mLに活性炭が
1%(w/v) の濃度となるよう滅菌活性炭を加
え，この 1.0%活性炭菌液混合液（以下，菌
混合液）を混和した。菌混合液の上清中の細

菌数をコロニー形成法にて経時的に測定し
た。 
 活性炭へのウイルスの吸着試験は以下の
ようにして行った。活性炭が 1.0%(w/v)であ
る 1.0%活性炭ウイルス溶液混合液（ウイル
ス混合液）を調整し，PEDV J-Gm1 株なら
びに PRV-A H80株を 60分間回転混和した。
混和後の上清中のウイルス力価を測定した。
ウイルス力価は，単層培養した細胞に 10 倍
段階希釈系列のウイルス液を接種した後，
CPE の出現を指標として Reed&Muench 法
によるTCID50/mLを算出するCPE法によっ
て測定した。 
③バイオ炭・木酢液を離乳豚に給与したとき
の下痢予防効果 

2016年 4月~8月にベトナム・カントー市
周辺の 3軒の養豚家において，226頭の離乳
豚に，炭と木酢液をそれぞれ 0.8%と 0.2%の
割合で添加した飼料を給与し，その後の下痢
の発生状況を観察した｡また，コントロール
群として，3 軒の養豚家で炭と木酢液は添加
しない飼料を給与した 66 頭の離乳豚を観察
し，下痢の発生状況を観察した｡ 
 
４．研究成果 
(1) 簡易なバイオ炭製造法の構築 
 協力農家は本研究実施後，雨除けの簡易屋
根を設置し雨水浸入防止用に円状に盛り土
を施す自発的技術改良を行った。畜産に特化
した VAC 農家では，煉瓦製のドーム型炭窯
を建設し，副業として，ホームガーデンから
伐採された果樹材等を用いて木炭生産を始
めた。以上のように，現地の小規模農家が庭
先で簡便・安価な BC製造技術を実践し，自
主的に技術改良できることが確認された。 
 これらの技術改良の事例に加えて，トゥア
ティエン・フエ省のバイオ炭施用を継続して
いる小規模および中規模生産者の事例を再
検討し，デルタ地域におけるバイオ炭普及の
課題について考察した。メコンデルタ農村の
現状に適した BC普及技術は，ベトナム中部
のバックマー国立公園周辺農村と比べて，大
量のバイオマスを炭化できるよう装置を大
きくし，集約栽培・大量飼育に伴う作物残
渣・糞尿の処理特に堆肥化に対応できるもの
が望ましいと考えられた。その際，炭化の過
程で生ずる煙を処理できることが望ましい。
カントー大学の共同研究者によるバイオ炭
製造施設では，炭化炉に煙の焼却装置を組み
合わせており，今後のバイオ炭の普及導入に
際しては，農家が導入できる簡易型の煙処理
装置の開発導入を併行して進める必要があ
る。 
 さらに，今後のバイオ炭の普及導入に際し
ては，農家が導入できる簡易型の煙処理装置
の開発導入を併行して進める必要がある。ま
た，もみ殻やヤシ殻に加えて，イネ科やキク
科雑草，水生雑草といった未利用バイオマス
を用いたバイオ炭の利用可能性調査が今後
の課題として挙げられた。 



 
(2) バイオ炭施用水田におけるGHGsの放出
に及ぼす影響 
 収穫後のイネ収量（kg m-2）は，無施用区
は 0.500，ヤシ殻活性炭施用区は 0.514，も
み殻バイオ炭施用区は 0.590 と，微量な差は
あったものの有意差はみられなかった（p＜
0.01）。イネの栽培期間中（87 日間）に測定
した GHGs のフラックスから，放出された全
GHGs の量を算出した（図 2）。その結果，す
なわち，ヤシ殻活性炭はメタンを，もみ殻バ
イオ炭は亜酸化窒素の放出を抑制する傾向
がみられた。この理由を解明するため，今後
は，GHGs の生成・消費に関与する微生物群集
の構造とその動態を把握することが必要と
考えられる。また，さらなる GHSs，特にメタ
ンの放出抑制を図るため，メタン酸化細菌を
定着させたバイオ炭を水田にすき込む研究
を行う予定である。 
 

 
図 2. メコンデルタの水田のバイオ炭無施用区，
ヤシ殻活性炭施用区，またはもみ殻バイオ炭
施用区における，イネ栽培期間中の（左）総
メタンまたは（右）総亜酸化窒素放出量． 
  エラーバーは標準誤差を示す（n=3）． 
 
(3) バイオ炭・堆肥施用が土壌酵素活性と収
量に及ぼす影響 
①土壌酵素活性 
 デヒドロゲナーゼ活性，β-グルコシダーゼ
活性，およびホスホモノエステラーゼ活性で
は，栽培を開始した 4週目から 7週目にかけ
て活性が高まった（図 3）。特に，堆肥を施用
した O 区のデヒドロゲナーゼおよびβ-グル
コシダーゼは 11 週目にかけても活性がさら
に高まった。また，BO区においてもβ-グル
コシダーゼは 11 週目まで活性が高まった。
このことから，堆肥の分解が緩やかに行われ
たと考えられる。 
②土壌化学性 
堆肥施用をした O 区および BO 区で

pH(H2O)は 0 週目と比べ，15 週目で上昇し
た。また，O 区のみ電気伝導率（EC）が低
下した。全炭素および全窒素はどの処理区に
おいても 0 週目と 15 週目の有意差は認めら
れなかった。しかし，土壌酵素活性が変化し
ていることから，処理区間で各週の炭素組成
が異なったことが考えられる。 
③収量 
ダイズの収量は，堆肥を施用した O区およ
び BO区で C区および B区よりも多かった。
堆肥により，植物への養分供給が行われたも
のと考えられる。さらに，堆肥施用によって

デヒドロゲナーゼ活性およびβ-グルコシダ
ーゼ活性が上昇したため，11週目までダイズ
生育のための養分供給が継続的に行われた
と考えられる。 
今後，土壌有機物と土壌酵素活性の関係を
調べるため，各週の易分解性炭素および糖を
分析し，土壌有機炭素の性状の変化を詳細に
評価する必要がある。 
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図3. バイオ炭および/または堆肥を施用した大豆
栽培ほ場における(上)デヒドロゲナーゼ活性
と（下）β-グルコシダーゼ活性の経時変化 

 
(4) バイオ炭の畜産への適用 
①RT-PCR法による下痢起因ウイルス遺伝子
の検出結果 
調査した 296 頭のうち，PEDV および

PRV-Aの検出率はそれぞれ 14.5%(43/296)な
らびに 18.2%(54/296)であった（表 1）。地域
間ならびに哺乳豚と離乳豚間において，いず
れのウイルスにおいても検出率に有意差は
認められなかった。また，いずれの地域にお
いても TGEVは検出されなかった。 
②活性炭吸着試験結果 
毒素原性大腸菌数はいずれも，反応 60 分
後には処理前に比べ約 10-3に低下した（図 4）。
また，菌株間で菌数の減少する様子に，有意
差は認められなかった。なお，菌液の pHは
7.4，活性炭混和後の pHは 8.4であり，この
pH での供試菌株の菌数の減少は認められな
かった。 

PEDV 液と PRV-A 液のウイルス力価は活
性炭と反応後，低下し，60 分後には約 10-5



に低下した（図 5）。また，反応時間 10分間
後に，PEDV と PRV-A 間でウイルス力価の
減少率に有意差（p<0.05）がみられた。 
 

 
 

 

図 4. 毒素原性大腸菌 F4 株，F5 株，F18 株およ
び JCM5491 株を，1.0％(w/v)活性炭を含む培
養液中で 60 分間反応させたときの菌数の経
時変化．エラーバーは標準誤差を示す（n=3）． 

 

 
図 5. PEDV 液ならびに PRV-A 液を，1.0％(w/v)活
性炭を含む培養液中で 60 分間反応させたとき
のウイルス力価の経時変化．エラーバーは標準
誤差を示す（n=3）． *：有意差あり（P<0.05） 

 
③バイオ炭・木酢液を離乳豚に給与した時の
下痢予防効果成績 
 バイオ炭と木酢液を添加した飼料を給与
された子豚 226 頭における下痢発生率は
1.3%であった（表 2）｡一方，炭と木酢液を
添加しなかった飼料を与えられた対照群の
子豚 66 頭における下痢発生率は 30.3%であ
った｡バイオ炭と木酢液を添加された飼料を
給与された離乳豚における下痢の発生率は，
給与されなかったものに比べ有意に低かっ
た（p<0.05）｡ 

以上の結果より，ベトナムの子豚の下痢の
原因として，毒素原性大腸菌のみならず，
PEDV や PRV-A といったウイルスも深く関
わっていることが示された。活性炭はこれら
下痢起因病原体を効率的に吸着することが
明らかとなった。さらに，メコンデルタの養
豚家で飼育されている離乳豚に炭と木酢液
を給与すると，給与しなかったものに比べ有
意に下痢の発生率が減少したことから，バイ
オ炭に高い下痢予防効果があることが確認
された。原料の木材の種類によって，活性炭
のバクテリオファージに対する吸着能が異
なるとの報告もみられることから，今後は，
特にメコンデルタで普遍的に存在する原料
を用いて，素材の異なる炭の病原体吸着能を
調べ，子豚の下痢予防に最も適した活性炭を
選抜していきたい。 
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